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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第１四半期累計期間
第54期

第１四半期累計期間
第53期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 596,762 731,433 2,101,290

経常損失（△） （千円） △99,078 △26,737 △357,988

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）
（千円） △100,828 9,224 △173,385

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 3,295,900 3,295,900 3,295,900

発行済株式総数 （株） 9,320,400 9,320,400 9,320,400

純資産額 （千円） 7,630,788 7,715,073 7,721,410

総資産額 （千円） 9,449,388 10,173,388 10,248,306

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）

（円） △13.08 1.20 △22.49

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
（円） － 1.19 －

１株当たり配当額 （円） － － 5.00

自己資本比率 （％） 80.8 75.8 75.3

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

４.第53期第１四半期累計期間及び第53期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、

潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失金額であるため記載しておりません。

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の状況

当第１四半期累計期間における我が国の経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善等から回復基調で推移してい

るものの、円安に伴う輸入価格上昇等の影響により個人消費が低迷する等、陰りが見られました。海外におきまし

ても、米国景気は回復継続のなか、ギリシャ債務問題、中国や新興国での成長鈍化による影響、中東及び東欧にお

ける地政学的リスクの高まり等による世界経済の減速懸念があり、先行き不透明な状況で推移いたしました。

この間、建設業界におきましては、公共投資が底堅く推移する中、人手不足に起因する労務単価の高騰や資材価

格の高止まりの影響により厳しい経営環境が続いております。

このような状況下で当社の当第１四半期累計期間の業績は、売上高７億３千１百万円（前年同四半期比22.6％

増）、営業損失３千４百万円（前年同四半期は１億４百万円の営業損失）、経常損失２千６百万円（前年同四半期

は９千９百万円の経常損失）と赤字ながら増収増益となりました。

四半期純損益につきましては、オーストラリアに所有していた福利厚生施設の売却により固定資産売却益３千８

百万円を特別利益に計上し、９百万円の四半期純利益（前年同四半期は１億円の四半期純損失）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①スパンクリート事業

当事業は、売上数量が前年同四半期比10.9％増加し、売上高は６億５千６百万円（前年同四半期比27.0％増）と

増収となりました。利益面に関しましては、営業損失５千８百万円（前年同四半期は１億４千４百万円の営業損

失）となりました。

②不動産事業

当事業は、オフィスビル４棟の賃料収入が安定収益源となっており、売上高７千４百万円（前年同四半期比

6.2％減）、営業利益２千５百万円（前年同四半期比39.1％減）となっております。

(2）資産、負債及び純資産の状況

当第１四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ７千４百万円減少して１０１億７千３百万円となりま

した。

流動資産は、１億４百万円減少しておりますが、これは主として、現金及び預金が３億１千６百万円減少、受取

手形が１億８千５百万円増加したこと等によるものであります。

固定資産は、２千９百万円増加しております。

流動負債は、７千１百万円減少しております。

固定負債は、３百万円増加しております。

純資産につきましては、６百万円減少し、７７億１千５百万円となり、この結果、自己資本比率は75.8％（前事

業年度末75.3％）となりました。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。また、新たに生じた

対処すべき課題もありません。

(4）研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、４百万円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社スパンクリート事業を取り巻く環境は、国内経済は緩やかな回復基調が見られるものの、建設業界の先行き

は依然不透明な状況が続いており、原材料価格は高止まったままで極めて厳しい局面となっております。

斯かる状況を踏まえて当社としては、適正価格の実現に向け不退転の経営努力を行うと同時に、以下の主要施策

を着実に実行してまいります。

①主力であるスパンクリート事業において、工場の効率化及び生産・出荷体制の調整等により生産コストを削減

し、他社のコンクリート製品、工法とのコスト競争力を強化する。同時に顧客満足度経営を重視し、顧客ニー

ズへの即応体制を構築し、製品の品質安定・改善に努める。

②付加価値の高い戦略製品と相対的に利益率の確保しやすい商品及びマンションの床板の拡販に注力する。

③スパンクリートの販路を再構築し、需要の増加している建築並びに土木の分野に営業活動を行う。

④スパンクリートの生産ラインを活かした、より付加価値の高い新製品の開発に努める。

⑤収益基盤の安定化を図るために、不動産事業の着実な推進を図る。

(6）経営者の問題認識と今後の方針について

国内経済は緩やかな回復基調が見られるものの、建設業界の先行きは依然不透明な状況が続いており、当社の受

注面での苦戦が見込まれます。一方で、資材価格やエネルギーコストは一時の異常な高騰は影を潜めたものの当社

の原材料価格は高止まったままであり、当社を取り巻く経営環境は、中長期的に極めて厳しい状況が続くものと認

識しております。

こうした状況下、当社は生き残りを図り、かつ、将来に亘って永続的な成長・発展を遂げていくために、スパン

クリート事業での受注状況に応じた機動的な構えの調整、足許の数量減には生産の集約化等により乗り切るととも

に、新製品の開発、コスト競争力の強化等により高収益体質への転換、更には不動産事業の安定的収益確保及び慎

重な投資を図ることによって経営基盤を強化し企業価値の向上に努めてまいる所存であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 28,824,000

計 28,824,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,320,400 9,320,400

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード)

単元株式数

100株

計 9,320,400 9,320,400 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成27年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 9,320,400 － 3,295,900 － 1,061,307

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 1,611,800
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,706,600 77,066 －

単元未満株式 普通株式    2,000 － －

発行済株式総数 9,320,400 － －

総株主の議決権 － 77,066 －

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社スパンクリート
コーポレーション

東京都文京区湯島
二丁目４番３号

1,611,800 － 1,611,800 17.29

計 － 1,611,800 － 1,611,800 17.29

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成27年４月１日から平成27

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

第53期事業年度 新日本有限責任監査法人

第54期第1四半期会計期間及び第1四半期累計期間 有限責任監査法人トーマツ

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 0.2％

売上高基準 －％

利益基準 2.7％

利益剰余金基準 7.3％

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,557,714 2,241,023

受取手形 428,726 614,246

売掛金 121,767 161,804

完成工事未収入金 183 16,383

有価証券 285,091 285,119

商品及び製品 96,842 87,663

仕掛品 2,259 3,030

未成工事支出金 22,170 552

原材料及び貯蔵品 53,809 51,489

その他 71,077 73,669

流動資産合計 3,639,642 3,534,980

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,364,537 1,334,834

機械及び装置（純額） 109,215 128,289

土地 4,107,941 4,090,740

その他（純額） 112,970 126,156

有形固定資産合計 5,694,663 5,680,020

無形固定資産 95,595 109,056

投資その他の資産   

投資有価証券 765,669 799,607

その他 ※ 52,735 49,723

投資その他の資産合計 818,405 849,330

固定資産合計 6,608,664 6,638,407

資産合計 10,248,306 10,173,388

負債の部   

流動負債   

買掛金 44,190 62,923

工事未払金 40,452 97,897

短期借入金 890,000 700,000

1年内返済予定の長期借入金 101,700 101,700

未払法人税等 － 5,318

賞与引当金 29,900 45,084

工事損失引当金 － 1,444

その他 166,689 186,677

流動負債合計 1,272,932 1,201,045

固定負債   

長期借入金 355,925 330,500

再評価に係る繰延税金負債 551,377 551,377

その他 346,661 375,391

固定負債合計 1,253,963 1,257,269

負債合計 2,526,896 2,458,314
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成27年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,295,900 3,295,900

資本剰余金 3,696,670 3,696,670

利益剰余金 150,407 104,506

自己株式 △370,588 △370,588

株主資本合計 6,772,389 6,726,488

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 268,379 291,361

土地再評価差額金 680,641 697,224

評価・換算差額等合計 949,020 988,585

純資産合計 7,721,410 7,715,073

負債純資産合計 10,248,306 10,173,388

 

EDINET提出書類

株式会社スパンクリートコーポレーション(E01174)

四半期報告書

 9/15



（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 596,762 731,433

売上原価 567,078 627,698

売上総利益 29,683 103,734

販売費及び一般管理費 133,687 137,904

営業損失（△） △104,003 △34,169

営業外収益   

受取利息 1,344 1,394

受取配当金 3,465 3,424

仕入割引 1,122 1,280

その他 1,520 4,088

営業外収益合計 7,453 10,187

営業外費用   

支払利息 1,182 1,716

休止固定資産減価償却費 705 635

休止固定資産諸経費 427 404

その他 211 －

営業外費用合計 2,527 2,755

経常損失（△） △99,078 △26,737

特別利益   

固定資産売却益 － 38,331

特別利益合計 － 38,331

特別損失   

固定資産処分損 － 196

固定資産除却損 11 -

特別損失合計 11 196

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △99,089 11,396

法人税等 1,739 2,171

四半期純利益又は四半期純損失（△） △100,828 9,224
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

（四半期貸借対照表関係）

 

※ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期会計期間
（平成27年６月30日）

投資その他の資産 350千円 －千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 33,831千円 48,682千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日

定時株主総会
普通株式 53,959 7 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月22日

定時株主総会
普通株式 38,542 5 平成27年３月31日 平成27年６月23日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期損益
計算書計上

額
（注）２

 
スパンクリート

事業
不動産事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 516,790 79,971 596,762 － 596,762

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 516,790 79,971 596,762 － 596,762

セグメント利益又は損失

（△）
△144,062 41,599 △102,463 △1,540 △104,003

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,540千円は、各報告セグメントに配分していない全

社費用△1,540千円であり、その主なものは管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失（△）と調整を行っておりま

す。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期損益
計算書計上

額
（注）２

 
スパンクリート

事業
不動産事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 656,434 74,998 731,433 － 731,433

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 656,434 74,998 731,433 － 731,433

セグメント利益又は損失

（△）
△58,160 25,352 △32,808 △1,361 △34,169

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,361千円は、各報告セグメントに配分していない全

社費用△1,361千円であり、その主なものは管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失（△）と調整を行っておりま

す。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）
△13円08銭 1円20銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
△100,828 9,224

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
△100,828 9,224

普通株式の期中平均株式数（株） 7,708,502 7,708,502

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 1円19銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 11,969

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

（注）　前第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの

１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月７日

株式会社スパンクリートコーポレーション

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 津田　英嗣　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 會澤　正志　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社スパン

クリートコーポレーションの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第54期事業年度の第１四半期会計期間（平成

27年４月１日から平成27年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係

る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社スパンクリートコーポレーションの平成27年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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